
別紙４ 

連携型ＢＣＰに向けた地元金融機関の意見交換会について 

 
１ 趣 旨 

  京都ＢＣＰ行動指針に基づき、大規模広域災害等の危機事象時において、京都の活力を維持・

向上させるため、府内に本店を置く金融機関（地方銀行及び信用金庫）が本府と連携して、連携

型ＢＣＰを構築するための意見交換を行う。 
    
２ 構成員 

名古屋工業大学大学院工学研究科教授  渡辺 研司 氏 

  京都信用金庫、京都中央信用金庫、京都北都信用金庫 

  （株）京都銀行 

  京都府府民生活部防災消防企画課 

  ＜オブザーバー（第６回会議～）＞ 財務省近畿財務局京都財務事務所 

                   日本銀行京都支店 

 

３ 事務局 

  京都府防災・原子力安全課（担当：行政） 

  （株）京都銀行     （担当：金融） 

 

４ 開催経過 

 ・第１回会議 平成 26年 10月 29日 

 ・第２回会議 平成 26年 11月 27日 

 ・第３回会議 平成 27年 １月 15日 

 ・第４回会議 平成 27年 ３月 24日 

 ・第５回会議 平成 27年 ７月 21日 

 ・第６回会議 平成 27年 12月 18日 

 ・第７回会議 平成 28年 ３月 １日 

 ・第８回会議 平成 28年 ６月 24日 

 ・第９回会議 平成 28年 10月 ４日（予定） 

 

５ 協議内容（裏面参照） 

 ・「京都ＢＣＰ地元金融機関協議会」の設置 

 ・意見交換会による情報交換 

 ・担当者連絡先一覧の整理、連絡訓練の実施 

 ・被害情報等の共有 

 ・各行庫が共同した緊急対応（情報の共同発信、代払い、共同出店、共同搬送） 

 →・京都府と４地元金融機関との包括協定締結（別紙５参照） 

  ・緊急通行車両を共同して事前登録 



行動要素
京都BCPに

求められるもの

（発生から約3日） （発生から約4日以降）

「平時」の
京都BCP地元金融機関協議会

「有事」の
京都BCP地元金融機関協議会

「京都BCP地元金融機関協議会」の基本的な考え方

かね

災害時金融機能
の維持・構築

金融機能の維持の仕組み キャッシュフローの確保

緊急対応を円滑に
実施するための対応

インパクトを
抑えるための行動

復旧・復興対応を
円滑に実施するための対応

経営資源
復旧・復興資金の確保

フェーズ３　　復旧・復興期フェーズ２　　緊急対応時フェーズ１　　平常時

危機事象 
発生 

「金融空白地帯」をつくらない 
⇒「府民」への最低限の金融サービスの提供 

～ 現金の支払 ～ 

意見交換会による情報交換 

連絡訓練（3ヵ月毎） 

緊急車両の事前申請 

「代払い」の事務手続事前検討 
情報の共同発信 代払い 共同出店 

実行性の維持･確保 
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